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はじめに

戦後、 という言葉が生まれてから、すでに70年以上の月日が経過した。だが

現在でも国際秩序に思いを巡らすとき、その起点となるのは第二次世界大戦の

終戦であろう。 2018年の世界を律する国際秩序とは、第二次大戦末期のアメリ

カの戦後構想を起源とする「西側秩序」 (theWest)である。民主主義と自由貿

易をはじめとした「リベラル」なルールに基づく開放的な秩序と概念化されて

おり、 「リベラルな国際秩序」 (liberal internationalorder) とも呼ばれる(')。戦

後70年以上にわたって国際社会を覆ってきたこの秩序は、今、危機に瀕して

いる。 このような議論が現在、次々に発表されている(2)。契機となったのは、

2016年6月のイギリスの欧州連合(EU)脱退決定、そして何よりも同11月のア

メリカ大統領選挙におけるトランプ(DonaldTrumP)の勝利であった。

トランプ政権の誕生は世界を揺るがした。現在もその余波は収まる気配を見

せない。 トランプ大統領の一連の発言と行動が、 リベラルな国際秩序に疑義を

呈するものと受け取られ、アメリカ内外で不安を呼んでいるからである。 トラ

ンプは、経済面では多国間の自由貿易協定の見直しを主張し、秩序のガバナン

スに関しては環境問題をめぐるパリ協定からの脱退を表明し、 さらに安全保障

の根幹である同盟についても懐疑的な姿勢を示してきた。いずれも国際秩序の

行方を左右する重大な課題である。だが本稿では特に、同盟をめぐる問題に注

目したい。

秩序とは同盟であったからである。すなわち、アメリカの「リベラルな国際

秩序」構想は同盟と一体化することで現実のものとして姿を現した。同盟は秩

序を支えるための制度であった。

アメリカの国際秩序構想の変化は同盟政策にいかに反映されるか、 リベラル
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体すると予測した(8)。だが1990年代半ばにNATOは東方へと拡大し、 日米同盟

も再定義と深化への道を辿り、 リアリズムの同盟論の妥当性に疑問が投げかけ

られる。共通の脅威が無くとも同盟は存続しており、同盟国がソ連（ロシア）

や中国ではなくアメリカとの協調を選ぶ理由も不明瞭だった。 リアリズムの国

力集積モデルの前提を問い直す必要が生じたのである。

では脅威でないとすれば､何がアメリカとの同盟を選択させているのか。こ

の問題に対して、広くリベラリズムの観点から提起されたのが、同盟の存在自

体が加盟国に利益をもたらすという理論である。同盟は、民主主義とリベラリ

ズムという価値に基づく共同体、あるいは国際制度の一種であるとの議論が提

起された(9)。そしてこれは、同盟を「リベラルな国際秩序」の主要な構成要素

と捉える議論へと展開していくこととなる。

ではリベラルな国際秩序には、同盟国を引き付けるどのような誘因があるの

か。 これまで、二つの要素が指摘されてきた。第一に、 リベラルな秩序に帰属

することで、その提供する公共財を利用するという利益を同盟国は狸得でき

る。 自由貿易から得られる経済的利益､海洋の自由をはじめとしたグローバル・

コモンズヘのアクセス、そしてアメリカの軍事力に支えられた秩序内部の平和

である。第二に、この秩序では、同盟国は強大なアメリカに一方的に支配され

るわけではなく、一定の自律性と発言権を持つと考えられている。 リベラルな

秩序はアメリカの力の優位を前提としながらも、同盟国との合意に基づいて制

度化されるため、アメリカの力の行使は一定の範囲に制約されるというのであ

る('0)。

だがリベラルな国際秩序は、同盟国を引き付け力の均衡を維持するという目

的のための、アメリカの政策手段であったと議論されてきたわけではない。次

節で詳述するように、アメリカのリベラルな秩序構想は同盟に先行するもの

だったからである。ではなぜアメリカはリベラルな秩序を構築したのか。以下、

第二次世界大戦後のアメリカの戦略を確認することで、 リベラリズムの同盟論

の意義と限界を明らかにしつつ、アメリカの秩序構想と同盟政策の関連を検討

したい。

な国際秩序の動揺は日米同盟にどのような影響をもたらすか、アメリカにとっ

ての同盟の意義を再考し、国際秩序の現在の危機について検討していきたい。

1 同盟の論理： 「力の均衡」と「リベラルな国際秩序」 （3）

同盟という制度を通じてアメリカはいかなる政策目標を追求してきたの

か。この問いに対する最も有力な答えを提供してきたのが、国力集積モデル

(capabilityaggregationmodel)とも呼ばれるリアリズムの同盟論である。この

理論における同盟とは軍備拡張の代替手段に他ならない。 自国の軍事力を増強

する政策が軍拡であり、第三国の軍事力を借用する方策が同盟である。その目

的は力の均衡を維持することであった。既存の力のバランスを壊すような国家

が出現した場合にこれを抑え、あるいは脅威となり得る国家の出現を防止する

ため、同様の懸念を抱く国家と攻守協定を締結する。同盟の古典的定義といっ

てよいだろう(4)。

アメリカの同盟網もこの観点から理解されることが通常である。 「西側同盟」

とは、ソ連と共産主義の拡大という、アメリカと同盟国に共通の脅威に対抗す

るための防衛協定として理解された。 しかしウォルツ(KennethWaltz)が喝破

したように、アメリカは単独で十分な軍事力を保持しており、純粋な軍事力と

対ソ抑止の観点からは必ずしも同盟国の軍事協力を必要としなかった(5)。では

なぜアメリカは、軍拡に加えて同盟を形成したのか。

これについてリアリズムは、アメリカに対して脅威を与え得る他の大国の出

現を防止することが同盟の目的であるとの論理を提示する。本来これは、友好

国を間接的に支援することで実現されることがアメリカの負担軽減という観点

から望ましい。しかし冷戦期の西欧と東アジアという当時の主要工業地域には

ソ連の拡大を阻止し得る国家が存在しなかったため、アメリカは同盟と大規模

な米軍の駐留によって拡大抑止を提供し､力の均衡を維持したと理解される(6)。

ではなぜ同盟国はアメリカとの協力に合意するのか。特に冷戦期には、アメリ

カではなくソ連との連携を求める勢力が各国に存在した。いわゆる｢国内冷戦」

である(7)。かつてのソ連や現在の中国のような大国を中小諸国が脅威とみなす

こと、またそれがアメリカとの同盟に結びつくことは必然ではない。

日本や西欧諸国といった同盟国は、なぜソ連ではなくアメリカを選択したの

か。 この問題は、 とりわけ冷戦終結後に大きな注目を集める。代表的なリアリ

ストは、 ソ連という共通の脅威が消滅したことで西側同盟は存在意義を失い解

崖且
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想は破れ、冷戦の幕が上がる。東西冷戦という現実の中、アメリカは、 トルー

マン(HalTyTruman)政権の下、 自らの主導する「西側」においてリベラルな

秩序の再構築を図った。この地域的に限定された国際秩序の構想は、以前と同

様、現状維持を図りつつ、民主主義及び自由貿易の拡大と、アメリカの優位を

制度的に確立することを目指すものだった。

冷戦の中でこの構想を実現するために不可欠とみなされたのが、欧州と日本

という先進工業地帯を安定させ、西側秩序への統合を確実にすることである。

東側秩序という対抗秩序が出現したことで、米ソ以外の周辺地域の帰属がリベ

ラルな秩序構想の行方を左右することとなった。貿易相手国として不可欠であ

り、かつアメリカの脅威となり得る力を持った先進工業地帯が敵対的秩序の傘

下となれば、 リベラルな秩序の構想は崩れ、アメリカは再び大戦以前と同様の

状況に置かれる。アメリカの国外に、民主主義と資本主義に基づく安定した先

進工業国から成るフロンティアを確保することが、アメリカの安全と利益に

とって不可欠とみなされた。壁を作り、東側を隔離し、アメリカと西側の繁栄

を達成する。 「封じ込め戦略」のはじまりである('3)。

しかしこれにアメリカは十分なリソースを投入することはできなかった。米

軍には、戦争が終わった後は解体し、兵士は故郷に帰還するという伝統があっ

た。この国内の要求のために、冷戦が激化する1947年以降でもなお、アメリカ

の軍事費は減少の一途を辿っており、米軍も撤退を進めている('4)。

したがってアメリカは、先進工業諸国の合意を狸得し、 この新たな国際協調

の制度化を通じてリベラルな国際秩序を建設することを構想する。 ここでアメ

リカが打ち出したのが、 日本及び西欧諸国に大規模な経済援助を行うことで戦

後復興を支援し、かつ当該域内の政治的．経済的連携の強化を図るという方針

であった。アジアでは、 これは日本を中心とした経済統合構想として現れる。

日本の工業力と技術力を、東南アジア諸国や韓国の市場、資源、農産物と結び

つけ、親米的で安定した地域を創出しようとする試みである。また欧州では、

アメリカはマーシャル・プランを打ち出して経済復興を支え、関税を撤廃した

自由貿易圏の形成を促し、かつ欧州統合に強い支持を表明した。アメリカが過

大な負担を負うことなく、 リベラルな国際秩序を構築することを目指したもの

であった('5)。

しかしこの構想は徐々にその限界を露呈する。西欧諸国や日本にこのアメリ

カの願望に答える準備がなかったからだ。アメリカの方針には二つの前提があ

る。先進工業諸国がリベラルな国際秩序に合意すること、また自国の防衛を確

2合意の限界：アメリカの「リベラルな国際秩序」構築戦

略と同盟の役割

第二次世界大戦の終わりが近づいたとき、アメリカは、 リベラルな理念に基

づいたグローバルな戦後秩序の構築を模索していた。第二次世界大戦、特に真

珠湾攻撃は、アメリカに、アジアや欧州といった外部世界の動向が自国の安全

に直接影響することを認識させることとなる。 19世紀以来の孤立主義、つまり

アメリカは他国、 とりわけ欧州と関わりをもたないことによって安全を確保で

きるとの議論は放棄される。

孤立主義にかわってローズヴェルト大統領(FranklinRoosevelt)によって提

唱されたのが、アメリカの優越を前提として、 リベラルな国際秩序を建設する

という戦略であった。 この戦後構想は三つの柱から成り立っていた。第一の柱

は、民主主義と資本主義の拡大であり、アメリカと同様の国内体制とイデオロ

ギーを保持する国家の建設である。民主主義国はアメリカと必然的に友好的と

なると考えられた。 ウィルソン(ThomasWoodrowWilson)が第一次世界大戦

後に提示したプロジェクトである。第二の柱は、 自由貿易とこれを保障するた

めの海洋の自由を確保することだった。大戦の原因が戦前のブロック経済にあ

ると考えられたからである。第三の柱は、 「四人の警察官」構想や国際連合安

全保障理事会に代表される大国協調の制度化によって現状の維持を図ることで

ある。 ウィルソンの失敗に鑑み、アメリカ国内が耐え得る負担の範囲で上記の

目標を漸進的に達成することが目的であった('')。

この戦略の目標はアメリカの安全保障と経済的優位の確保にある。 したがっ

て、戦後この戦略に基づいて構築された国際制度にはアメリカの優位が規定さ

れた。安保理に拒否権を導入してアメリカに不利益な決定を防ぎ、 自由貿易を

通じてその経済的優位を保全し、大国協調によって現状を維持することで米軍

の撤退を進め、 「平常への復帰」を実現する('2)。アメリカ政府にとって、 リベ

ラルな秩序の構築は、建国の理念の具現化、あるいは全ての国家に利益と安全

をもたらすものである以上に、アメリカの優位を保全し、安全と経済的利益を

追求し、国内の要求に答え、かつ普遍的理念によってこれを正統化するための

最善の政策と考えられた。

リベラルな国際秩序の構築は、それ自体がアメリカの戦略目標である。だが

ポーランド問題をはじめとしてソ連との現状の解釈をめぐる棚鯆が徐々に拡大

し、大国協調は崩れ、国連安保理は機能不全に陥った。グローバルな秩序の構
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